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平成 25。26年度役員が決まりました
去る, 5月 9日 (木), 日本弘道会ビル (東京千代日区西神田)8F講 堂において,

平成 25年 度の第 1回理事会,総 会が開催され,向 こう2か年間 (平成 25年 度,26

年度)の 執行体制が選任されましたので紹介いたします。

社会教育および社会教育行政にとって,社会変化,制 度変化等によって多難な時代

が続いておりますが,それだけに,本会の役割はこれまでになく重要なものとなって

いるように思われます。新しい執行体制に対し,会 員および社会教育委員お
一
人おひ

とりのいっそうのご理解 ご 支援を祈合しております。
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平成 25年 度の被災地支援事業

「学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業」

東日本大震災被災地における地域コミュニティの再生を支援すべく,平 成 25年度におい

ても,木 会では文部科学省の委託を受けて 「学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生

支援事業Jを 推進 します。

本会がこの事業を推進する音義は,被 災地の再生 復 興につながる社会教育活動を展開

すること,そ のために社会教育委員が有するネットワークを活かすことぅひいては社会教

育委員の存在意義を高め活動を活性化すること,な どにあります。これを検「TLするため,

活動の経緯と成果を〉集録として (「平成 24年 度事業の集銀Jは 平成 25年 3月 に刊行)と

りまとめることとしております。

今年度の事業の概要は次のとおりです。

① 実行委員会の開催 平 成 25年 6月 21日 (金),仙 台市 (■城県庁内会議室)

② 社会教育委員 熙 員等指導者研修

iFH島県会場 平 成 25年 9月 12日 (木)～ 13日 (金)1い わさ市

宮城県会場 平 成 25年 9月 27日 (金),和 台市

③ イベント,学 級 話 座等の開設

岩手県近野市  (沿 岸被災ttの親子自然学校)

岩手県釜石市  (被 災者の交流と防災 安 全の学習)

岩手県大槌町  (家 庭教育計座)

宮城県気仙沼市 (子育てと家庭教育学級等)

福島県白河市  (楽 市白河 「夏休みこどもの体験交流]事 業)

福島県いわき市 (学びのサポーター養成事業)

④ アンケー ト調査 「東日本大震災と社会教育委員」

岩手県、宮城県、福島県の全市町村の社会教育委員に対し、大震災発災時および

復旧 ・復興への意識と活動について、アンケー ト調査を行います。

⑤ 事業の収録作成

なお,昨 年度〕『実践事例集東日本大震災と社会教育委員』『社会教育委員がコーディ

ネー トする被災地の学習 ・交流事業の集録』を作成 しました。若千の残部がありますの

で,関 心のある方は社教連事務局までご照会ください。



Information

「組lglの在 り方 に関す る検討委員会Jの 設置 について

本会は 昭 和 38年 6月 1日 「企□社会教育委員連絡lrj議会Jと して設立されて以来,今

年でちょうど半世紀 50周 年を迎えました。また,仕 団法人 「合日社会教育委員連合J と

して法人化されてから丸 30年が経過しました。

この問,社 会教育は国民の中に広く普及 浸 透 し,全 国r■会教育委員連合もこの一翌を

担つてまいりました。 しかしぃま,少 子高齢化)限 界集体の出現ぅ市町村合併など,社 会

の変化は仕会教育行政にも大きな影響を及ばし,社 会教育の推進体制は変革を余儀なくさ

れています。

社会教育委員は,社 会教育法に位置付けられた,地 方公共団体の教育委員会から委嘱を

受けた非常勤特別船の公務員です。このためiそ の設置と予算には当然i地 方公共団体の

施策が反映されます。とくに 近 年の行財政改革)地 方分権等の推進にともなつて,社 会

教育委員の代誉設置,委 員数の減少が顕著となり,そ のことが,各 都道府県および/r国組

織の維持 継 続を危恨させる状況を招いております。

このため,す みやかに本会の 「組徹の在り方Jに ついて検討すべきとi 町 織の在り方に

関する検討委員会」を設置 (木年 10月の総会)す ることが1総 会で合意されました。

しかし,本 会の 恥 徹の在り方Jに ついて検討することは1た んに組織の構成ぅ財政)

事業等にとどまらず,社 会教育委員と社会教育主事の協lFll,関係機関等とのネットワーク

など,幅 広く社会教育の推14体制とも関わります。このため,総 会では1委 員会の名称i

検討すべき内容と方法)研 究期間l lll究委員の構成等について,「票t慮すべしJと の意見や

提言がありましたので,改 めて 10月の総会に諮ることとなりました。

スペシヤルプライスセール実施

それにともない期間限定 (平成 25年 5月 20日 ～ 6月 30日 )で、下記出版物を特別 十

lr格にて販売いたします。社会教育委員の交代時期でもあり、お求め安いこの機会に

是非ご注文ください。

(特別価格は、ホームページおょび直接事務局までご注文の場合に限ります。)

当連合は、本年法人設立 50周 年を迎えました。

「社会教育委員のためのQ&A」
「社会教育手帳J

1, 260円  →  1, 000円

1, 260円  →    840円

「住民参画による社会教育の展開J 2,100円  →  1,500円性氏グ凹(とよる仁噴 教育の展開J  2, 100円  →  1, 500円     !



○平成 25年 度全国及び地区別社会教育研究大会

全国大会 (二重大会)     10月 23日 (7k)～25日 (金) 二 重県伊勢市

北海道地区 (根室大会)    9月 19日 (木)～20日 (金) 北 海道根室市

東北地区 (岩手大会)     10月  9日 (水)～10日 (木) 岩 手県盛岡市

関東町〔信越静地区 (栃木大会) 11月 14日 (木)～い 日(金) 栃 木県日光市

東海北陸地区 →  全 国大会 (二重大会)と 同時開催

近畿地区 (和歌山大会)    9月  5日 (木)    和 歌山県和歌山市

中国四□地区 (広島大会)   ll月 21日 (木)～22日 (金) 広 島県尾道市

九州地区 (長崎大会)     11月 14日 (木)～15日 (金) 長 崎県長崎市

○出版 ,千」行事業

① t_t関詰 「社教情報J  69号 (平成 25年 9月 )

70号 (平成 26年 2月 )

② 参考図書  f社 会教育委員のためのQ&AJ

③ 参考資料  「社会教育手帳Jほ か

①社会教育委員活動活性化セ ミナ
ー
(東京会場)

日 時  平 成 25年 7月 26日 (金)午 後

会 場  日 本弘道会ビル (〒1010065 東 京都千代田区西神国 3-1-6)

参加費 研 修参加費 (資料代 2,000円,実 践交流会参カロ費 3,000日)

中込み 当 連合に直接

○助成事業

助成対象 都 道府県及び政令指定都市,市区町村の社会教育委員及び社会教育に関

する自主的な団体jグ ループ等が行う社会教育に聞する調査 研究 実 践

活動

助 成 額  1団 体当たり20,000円

応募期間 平 成 25年 5月 20日～ 7月 31日 まで

○社会教育委員等に対する会長表彰

表 彰  第 55回全国社会教育研究大会 (二重大会)

申 請  平 成 25年 6月 30日 まで

具体的な手続き等のご照会は,当該都道府県社会教育委員連絡協議会等の

事務局へ
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